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変えつつあり，それがとくに合板・鋤棺閉で著しいことを全国レベルで指摘した(序章，第 1 章，第 2
章)。
②次に，秋田・岩手・宮城の 3 県に立地する大規模合板工場への国産材快給体制を分析し，これが品質に左
右されない定額取引方式と，原木市場を経由しない直送方式の導入によって再編成されつつあることを見
い出した。また，こうした再編が素材生産業者と合板工場の取引費用を削減するものであること，合板部
門主導か否かによって東北日本の森林セクタ一再編に地域差が生じていることを指摘した(第 3 章)。
③続いて，合板部門主導の再編地域の外に位置する福島県の会津・南会津地域に転じ，耕寸・住宅建設部門
における工務店等の経営戦略と地樹杯Ij用の実態を検討した。そして，地元事業体が大手と競合しつつ「柔
軟な多様化」を試み，同業種内および異業種間での協力・連携によって事業多角化物桝営業展開を進め
てし、ること，また各事業体が地樹オブランド化や住宅の地産地消のような差別化戦略と崩オプレカットの
導入に取り組んでし、るものの，地域材の取引費用を低下させるには至っていないことを指摘した(第4 章)。
④こうした模索がみられる会津・南会津地域において，素材生産部門の也、手である森榊且合の事業内容を
検討し，それが固有材植業や補助金による保育事業に依存していること，他方で近年試み始めた山杓者有
者に対する提案型施業(間伐等)が低コスト素材生産を通して取引費用の削減に寄与しうること，そして
これが鮒オ・住宅建設部門における地嚇杯IJ用を{店隼しうることを指摘した(第5 章，終章)。
本論文に関してとくに制面されるのは，国産材の再利用が進み始めたなか，東北日本の森林セクタ一再編の
動きを合板部門主導か否かによって大きく二分して瑚平できることを指摘し，その実態・特質を既存研究には
みられない下位部門横断的なアプローチによって明らかlこした点である。そして，将命文は，国産材・地域材
利用をさらに進めるにあたり「柔軟な多様化」体制が果たしうる役割を指摘し，すでに論じられている「柔軟
な専門化J 体制や，生産大規模化および流通合理化のパイロット事業に向けて対案を提示しており，著者が自
立して研究活動を行うのに必要となる高度な研究能力と学識を有することを示している。
よって，本論文は博士(関蘇ヰ学)の学位論文として合格と認める。
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